2016年9月19日～24日　時事、共同、朝日のみ
改憲、戦争法・南スーダン、臨時国会、民進党、野党共闘、ハリアー墜落
改憲項目絞り込みへ＝「復古調草案」封印、野党と協調－自民
　自民党は、２６日召集の臨時国会から、憲法改正に向けた議論を本格化させる方針だ。復古調の改憲草案はいったん棚上げし、与野党の歩み寄りが可能な改憲項目について、党内で絞り込み作業に入る。同時に、衆参両院の憲法審査会について、野党第１党の民進党を巻き込んで再始動させたい考えだ。
　自民党は臨時国会に先立ち、改憲論議を主導する衆院憲法審査会長に森英介・党憲法改正推進本部長、森氏の後任に現審査会長の保岡興治氏を充てる人事を決めた。野党と良好な関係の森氏を起用することで、与野党協調の審査会運営を期待している。
　７月の参院選の結果、いわゆる改憲勢力が衆参両院で国会発議に必要な３分の２超の議席を獲得。野党側には、自民党が数の力で改憲実現を図るとの警戒感もあった。森氏を審査会長とし、同じ協調路線の保岡氏も党側に残したのは、民進党などとの合意形成を目指す方針を明確にする狙いがある。
　衆院憲法審査会は、昨年６月の参考人質疑で自民党推薦の憲法学者が安全保障関連法を「違憲」と批判して以降、事実上の休眠状態に陥っている。参院憲法審査会も今年の実質審議は１回のみ。執行部は森、保岡両氏に対し、臨時国会での改憲論議について「できるだけ早く」と指示している。
　一方、自民党が２０１２年にまとめた改憲草案は、「国防軍の保持」や「天皇の元首化」などを盛り込み、党内からも「野党と調整する際の障害になっている」（幹部）との声が根強い。下村博文幹事長代行は１５日、森氏に対して「草案は封印してほしい」と要請した。
　自民党は今後、両院の憲法審査会の動向などをにらみながら、党内で改正案を絞り込んでいく方針。具体的には、大規模災害時の緊急事態条項の創設や、参院選挙区の「合区」の解消などが検討対象になるとみられる。
　民進党の新執行部も、国会での改憲論議を受け入れる姿勢を示している。山井和則国対委員長は２１日、記者団に「与野党が合意すれば、出席して議論したい」と述べた。（時事通信2016/09/22-14:04）
各党は改憲項目絞り込みを＝維新
　日本維新の会は２１日、憲法改正に向けた党内協議を行う憲法改正推進委員会の初会合を衆院議員会館で開き、各党に改憲項目の絞り込みを呼び掛ける方針を確認した。　（時事通信2016/09/21-20:37）
安保法成立前後の１年比較　「抑止力高める」統計伴わず
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　昨年九月十九日に成立した安全保障関連法。安倍政権は安保法は抑止力を高めると説明しているが、成立前後の一年間の統計を比べると、日本周辺で緊張を高める北朝鮮や中国などの活動は、成立後の方が活発化。政権の主張通りにはなっていない。　（新開浩）

　安倍晋三首相は、安保法が施行される直前の今年三月の国会答弁で、安保法について「日米同盟が強化され、抑止力が高まり、地域の平和と安定が保たれていく」と述べた。

　しかし、実際の統計では、昨年九月十九日以後の一年間と、法成立前日までの一年間を比べると、成立後に北朝鮮による核実験やミサイル発射が極度に増加。結果的に、日本周辺の緊張は高まっている。

　北朝鮮の核実験はこれまで三～四年おきに行われていたが、成立翌年の今年は一月に三年ぶり四回目の実験を行ったのに続き、今月九日にも五回目を実施。北朝鮮は「核弾頭の爆発に成功した」との声明を発表した。

　弾道ミサイル発射数も法成立前の一年間は、昨年三月のスカッド二発だったが、成立後は今年二月以降の十三回にわたる計二十一発に急増した。八月と九月には、日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）に相次いで着弾した。

　沖縄県・尖閣諸島周辺の中国公船による領海侵入も、成立後の一年間で延べ百十二隻に上り、成立前の一年間よりも増えた。海上保安庁によると、今年八月には延べ二十三隻が領海侵入し、尖閣諸島の国有化を宣言した二〇一二年九月以降では最多となった。

　領海侵入が急増したのは、南シナ海の領有権を巡る中国の主張が仲裁裁判所で否定されたことを受け、安倍政権が中国は仲裁に従うべきだと主張していることへの反発とみられる。

　領空侵犯に備えた自衛隊機の緊急発進も、昨年十月から今年六月まで九カ月間の集計で計八百十一回となり、昨年九月までの一年間の回数を既に上回った。八百十一回のうち、中国機に対する発進が五百三十九回、ロシア機に対しては二百五十八回で、両国機への対処が全体の９８％を占めた。
改憲の党内組織設置へ＝維新
　日本維新の会の馬場伸幸幹事長は２０日の記者会見で、党憲法改正推進委員会を２１日に設置して初会合を開くと発表した。２６日召集の臨時国会で、与野党の改憲論議が本格化することを見据えたもので、馬場氏は「これからの憲法改正の動きを協議する場にしていく」と述べた。同党は改憲項目として、教育無償化、統治機構改革、憲法裁判所設置を掲げている。　（時事通信2016/09/20-16:51）
有事の救命率向上へ新訓練＝来年度から准看護師らに－防衛省
　防衛省は２１日、有事の際に負傷した自衛隊員の救命率を向上させるため、来年度前半から新たな訓練を開始すると発表した。准看護師と救急救命士の資格を持つ隊員を対象に、通常は医師が行う緊急救命行為が実施できるようにして、来年度中の部隊配置を目指す。同省は「現行法の例外規定で対応可能」と説明している。
　防衛省は安全保障関連法の成立をにらみ昨年４月、外部有識者による検討会を設置し、戦闘状態にある第一線での隊員の救護能力向上について検討を開始。６回の会合を経て、報告書がまとまった。
　第一線では医師の治療を受けることが難しい。このため防衛省は、米軍の戦傷救護方法を参考に、医師の資格を持たなくても外科的な気道確保や医療用麻薬の投与などを行える「第一線救護衛生員」を養成する。今後、実施要領や教育カリキュラムを策定すると同時に、訓練に必要な資機材も整備する。　
　米軍は第一線救護として、一般的な止血処置に加え、気道確保などに重点を置いた専門性の高い救命処置を取り入れている。イラクやアフガニスタンの現場では、同手法を導入した部隊の死亡率が低下。近年は、英国軍やカナダ軍など他国軍隊も同様の手法を取り入れている。（時事通信2016/09/21-22:04）
自衛官の最前線医療行為可能に　防衛省、救命率向上目指し
共同通信2016/9/21 18:30
　防衛省は21日、有事の際、最前線で負傷した自衛隊員の救命率を向上させるため、医師免許がない隊員にも一部の医療行為を可能にすると発表した。同省は「国内有事を想定しており、安全保障関連法とは無関係」と説明しているが、安保法による海外任務の拡大で隊員が負傷するリスクが高まるとの指摘を背景に、緊急時の医療体制整備を迫られた形だ。
　防衛省が設置した有識者会議の提言に沿った措置。准看護師と救急救命士の資格を持つ隊員に専門的な講習を受けさせることで可能にする。同省は医療行為の解禁について、保健師助産師看護師法の解釈の範囲内で可能とし、新たな法改正は不要と説明している。
戦場で救命行為、防衛省が隊員養成　国内の離島など想定
朝日デジタル福井悠介2016年9月21日17時54分
　防衛省は２１日、医師がおらず連絡も困難な戦場の最前線でも、緊急の救命行為を自衛隊員が行えるようにする新たな制度を創設することを明らかにした。国内の有事で、医療拠点まで時間がかかる離島などでの戦闘を想定。約８００人いる准看護師と救急救命士両方の資格を持つ自衛隊員から選抜し、来年度から養成を始める。
　対象にするのは、砲撃を受けて口や鼻がふさがれた場合に首から気道を確保する▽腹を撃たれて肺から漏れだした空気が胸にたまらないよう針を刺す▽地雷で四肢が吹き飛ばされ大量に出血した際に輸液や輸血を行って出血性ショック死を防ぐ、といった救命行為。
　同省によると、米軍がイラク戦争やアフガン戦争の最前線で取り入れ、救命率が向上。２０１０年から全軍に広げた。英豪軍なども導入しているという。自衛隊が南西諸島の防衛を強化する戦略を進めるなかで、昨年４月から有識者による検討会で協議を続けていた。
　自衛隊はここ数年、離島防衛を想定した日米共同訓練やＰＫＯ訓練の際に、最前線での隊員の救護や野戦病院への搬送といった訓練に本格的に取り組み始めた。ただ、今回の新制度について同省の担当者は「日本国内での有事を前提に検討したもので、ＰＫＯなどの海外任務は対象にしていない。海外任務では、自衛隊の医官の指示の下に、医療行為ができる環境を基本的に整えている」と説明している。（福井悠介）
「駆けつけ警護、現実的でない」南スーダン支援の日本人
朝日デジタル聞き手・藤田直央2016年9月22日02時19分
　政府は南スーダンで国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している自衛隊に対し、安全保障関連法に基づく新任務の付与を検討している。住民や支援関係者らを守る「駆けつけ警護」がその柱だが、現地の支援関係者からはどう見えるのか。治安情勢も含め、９月に南スーダンに入った日本国際ボランティアセンターの今井高樹・スーダン現地代表（５３）に聞いた。
　　　　◇
　自衛隊が活動している首都ジュバに今月中旬まで滞在し、避難民キャンプで食料を配った。ジュバでは７月に政府軍と副大統領派の大規模な戦闘があり、住民数百人が亡くなった。家が壊されたり略奪があったりして、今も自宅に戻れない人たちがいる。隣国ウガンダへ逃れた人も多いが、貧しい人はジュバに残るしか選択肢がない。
　戦闘で副大統領は解任され武装勢力は追われたようだが、治安はなお不安定で、ジュバから外に出れば、ウガンダとの間の路線バスに対する襲撃などが相次いでいる。市街地でも銃を持った強盗が出るため、ＮＧＯの人道支援関係者は夜間は外出しない。経済はインフレが進み、住民は明日の食べ物にも不安を抱えている。【続きあり】
ＰＫＯ、駆けつけ警護へ課題山積　南スーダン情勢混沌
朝日デジタル藤田直央2016年9月22日02時17分
　南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加する自衛隊に「駆けつけ警護」の任務を付与するか、政府が判断を迫られている。安全保障関連法で可能になった新任務だが、現地では混乱が続く。そもそもＰＫＯ参加が違憲にならないための「５原則」との関係も問われかねず、２６日召集の臨時国会で議論になりそうだ。
　駆けつけ警護は、ＮＧＯ職員などが襲われた際、要請を受け武器を持って助けに行く任務。ＰＫＯの主流が紛争後の国づくり支援となる中、不安定な治安の下で活動する民間人を守る狙いがある。自衛隊が参加中のＰＫＯは南スーダンのみで、付与されれば新任務の最初の事例になる。
　ただ、南スーダンの情勢は混沌（こんとん）としている。７月には首都ジュバで政府軍と副大統領派による大規模な戦闘が起きた。国連によると民間人数百人が死亡し、中国のＰＫＯ隊員も２人犠牲になった。国連は４千人の増派を決め、現地政府は今月に入り了承した。
　南スーダンでは、自衛隊のＰＫＯ参加に必要な５原則が改めて問われている。５原則は２４年前、ＰＫＯに初めて参加するにあたり、自衛以外の武力行使を禁じた憲法に反しないよう設けられた。だがＰＫＯは停戦監視型から変質。５原則は形骸化が指摘されている。【続きあり、図解あり】
日米同盟強化で一致＝安倍首相、クリントン氏と会談
　【ニューヨーク時事】安倍晋三首相は１９日夕（日本時間２０日午前）、ニューヨーク市内のホテルで米大統領選の民主党候補、ヒラリー・クリントン前国務長官と会談し、日米同盟を強化すべきだとの認識で一致した。


米大統領選の民主党候補、ヒラリー・クリントン前国務長官（左）との会談に臨む安倍晋三首相＝１９日、ニューヨーク（ＡＦＰ＝時事）
教育の男女平等訴え＝安倍首相夫人
　首相は、核・ミサイル開発を強行する北朝鮮や海洋進出を続ける中国を念頭に「アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しさを増している」と指摘。その上で「日米同盟の重要性は高まっている。さらに強化したい」と強調した。
　クリントン氏は「日米関係はアジアのみならず世界の平和と繁栄を実現していく上で必要な要素だ」と応じた。
　会談はクリントン氏が申し入れ、約５０分間行われた。首相は冒頭、米国で発生した一連の爆破事件について、お見舞いを表明。クリントン氏は、「あらゆる国家にとっての脅威に立ち向かう取り組みを強化しなければならない」と語った。（時事通信2016/09/20-09:58）
日米同盟の重要性確認　首相とクリントン氏
共同通信2016/9/20 09:35

[image: image3]ヒラリー・クリントン氏（左）と握手する安倍首相＝19日、ニューヨーク（共同）　【ニューヨーク共同】安倍晋三首相は19日午後、米大統領選民主党候補のヒラリー・クリントン氏とニューヨーク市内のホテルで会談し、アジア太平洋地域の平和と安定の実現に向けた日米同盟の重要性を確認した。環太平洋連携協定（TPP）を巡っても意見交換し、首相は早期の国会承認を目指す考えを説明。クリントン氏はTPPに反対との考えを示したとみられる。
　首相は「アジア太平洋地域の安全保障環境が厳しさを増す中、日米同盟の重要性は高まっている。希望の同盟であり、強化していきたい」と強調。クリントン氏も「アジアだけでなく、世界の平和と繁栄を実現していく上で必要だ」と応じた。
首相、TPP承認に全力　憲法改正へ国民的議論

共同通信2016/9/23 23:33
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訪問先のキューバの首都ハバナで記者会見する安倍首相＝23日（共同）　【ハバナ共同】安倍晋三首相は23日午前（日本時間同日夜）、キューバの首都ハバナで記者会見し、26日召集の臨時国会で環太平洋連携協定（TPP）の承認案件と関連法案の早期成立に全力を挙げる方針を示した。憲法改正に向け国民的議論を深める意向も表明。民進党の蓮舫代表が批判だけでなく、対案を積極的に示す路線を打ち出したことに関し「建設的な議論になるよう期待する」と述べた。

　臨時国会への対応については「アベノミクス加速国会だ。あらゆる政策を総動員し経済最優先で、全力で取り組みたい」と述べ、2016年度第2次補正予算などの成立を目指す考えを強調。TPPに関し「国会で承認が得られれば早期発効の弾みとなる」とした。

与野党、年明け解散説が浮上＝「領土で進展、追い風」の見方
　安倍晋三首相が来年１月の通常国会冒頭にも、衆院解散に踏み切るのではないかとの観測が浮上している。１２月１５日に予定される日ロ首脳会談で北方領土問題を進展させ、「成果」を掲げて衆院選に打って出るとのシナリオだ。自民党執行部が来年３月の党大会開催を検討していることも「１月解散説」の見方を後押ししている。
【特集】日露「12月山口会談」～「北方領土」と「クリミア」の関係～
　前回衆院選は２０１４年１２月。日ロ首脳会談が行われる今年１２月は、１８年１２月の衆院議員任期満了まで残り２年の折り返し点で、これ以降、衆院議員は解散を強く意識し始める。
　首相は、ロシアのプーチン大統領を自らの地元・山口県に招き、領土問題解決への道筋を付けようと意欲的だ。首相周辺は「領土で成果があれば解散の大義になる」と指摘、自民党の中堅議員は「首脳会談の結果次第で支持率も上がる」と期待を示す。
　公明党も「１月解散」の可能性をにらむ。来年５月に衆院小選挙区の新たな区割りが勧告されるが、同党の井上義久幹事長は１７日の党大会で「首相は解散権に制約はないという考えだ。現行の区割りの下で行われる可能性は十分ある」と語り、常在戦場の構えを強めるよう呼び掛けた。
　年明け冒頭解散の場合、公明党が国政選挙並みに重視する７月の都議選と時期が離れており、対応が可能とされる。
　例年１月に開催する自民党大会を３月に遅らせることについて、党内では「１月解散で勝利し、３月の党大会で党総裁任期延長の党則改正につなげる布石ではないか」（中堅）との憶測も広がっている。
　首相にとっては、民進、共産両党などの次期衆院選に向けた選挙協力が整わないうちに勝負を仕掛けられる「メリット」もあり、民進党内で「１月解散」への警戒は強い。
　ただ、日ロ首脳会談に関しては「北方領土はまず丸ごと返ってこないし、（歯舞、色丹の）２島が返ってきたぐらいでは世論は反応しない」（公明党関係者）との冷めた見方は少なくない。政府関係者も「領土交渉はそんなに簡単ではない」と認めており、首脳会談の結果を解散につなげられる保証はない。経済情勢が不透明なことも懸念材料だ。
　憲法改正発議に必要な衆参の３分の２の議席をいわゆる改憲勢力で確保する中、衆院で与党が議席を減らす可能性もないわけではない。「漫然と解散したら大変なことになる」（自民党幹部）。自民党内からは、場合によっては改憲が遠のきかねないとの不安も漏れる。（時事通信2016/09/20-20:37）
自民、来年３月５日に党大会＝「冒頭解散」臆測も
　自民党は、２０１７年の定期党大会を３月５日に東京都内で開くことを決めた。２７日の総務会で正式決定する。党関係者が２３日、明らかにした。党大会は例年、１月に開催することが多いが、３月に遅らせることで、１月召集の通常国会冒頭で衆院解散に踏み切るための布石との臆測も党内に出ている。　
　同党は、安倍晋三首相の党総裁任期の延長を検討中で、年内の取りまとめを目指している。衆院選で勝利すれば、任期延長の大義となり、日程的にも党大会での党則改正承認がスムーズに運ぶ利点がある。（時事通信2016/09/23-20:20）
「年明け解散」を想定？　自民党大会、来年３月に先送り
朝日新聞デジタル2016年9月24日05時32分
　自民党は、来年の党大会を３月５日に開催する方針を固めた。複数の党関係者が明らかにした。１月開催が慣例の党大会を３月に先送りしたことで、党内では、通常国会冒頭での「年明け解散」の見方が浮上している。
　党則によると、党大会は年１回、総裁が招集する党の最高機関。例年、通常国会召集前後の１月中下旬の日曜日に東京都内のホテルで開く。ところが、「来年も１月を模索したが、会場が確保できなかった」（党関係者）という。
　来年の党大会は、総裁任期延長の議論が今年中にまとまれば、任期延長が正式に決まる場になる。２０１５年はいったん１月開催を決めたものの、１４年１１月の衆院解散を受けて３月に延期した経緯もあり、「（党大会は）１月だと思っていた。（３月開催なら）衆院を解散できる」（党幹部）など、解散と結びつける見方が出ている。
国政選挙なく支出２割減＝宣伝費１．５倍、繰り越し分か－１５年政党交付金
　総務省は２３日、２０１５年分の政党交付金使途等報告書を公表した。交付金を受け取らない共産党を除く１０党の支出総額は、前年比１９．８％減の約２６０億円だった。選挙関係費が同６２．３％減の約３３億円となったことが主因で、１５年は国政選挙がなく、各党とも１６年７月の参院選に備えて支出を絞り込んだようだ。
　ただ、宣伝事業費は約４９億円で前年比４９．７％の大幅増。１４年１２月の衆院選にかかったテレビＣＭなどの費用について、各党が一部の支払いを１５年に繰り越したためとみられる。　
　１５年の交付総額は約３２０億円。衆院選で圧勝した自民党は過去最高の約１７０億円を受け取り、基金を約５３億円積み増した。これにより、残高トップを民主党（現・民進党）から奪った。民主党は約８２億円を支出。基金取り崩しが続き、前年より残高が約５億円減った。

◇２０１５年の政党交付金の状況（単位百万円）
政党名　　　　　　　　　　交付総額　　　　支出総額　　　　１５年末基金残高
自民党　　　　　　　　　１７０４９　　　１１７４７　　　　　　８６９２
民主党（現・民進党）　　　７６６８　　　　８１９２　　　　　　６５５３
公明党　　　　　　　　　　２９５２　　　　２１４４　　　　　　２２９５
※維新の党　　　　　　　　２６６５　　　　２７６８　　　　　　　２０６
こころ　　　　　　　　　　　６３１　　　　　５０５　　　　　　　２４８
社民党　　　　　　　　　　　４７０　　　　　３６９　　　　　　　２５６
生活の党　　　　　　　　　　３３１　　　　　１２８　　　　　　　４５５
※元気　　　　　　　　　　　１２０　　　　　　７２　　　　　　　　４７
※新党改革　　　　　　　　　１０５　　　　　　８６　　　　　　　　１９
※太陽　　　　　　　　　　　　２３　　　　　　１３　　　　　　　　　０
計　　　　　　　　　　　３２０１４　　　２６０２５　　　　　１８７７２
注＝全て本部と支部の合計。四捨五入のため合計と一致しない場合がある。
※は政党助成法上の政党要件を満たさなくなったり、解散したりした政党。（時事通信2016/09/23-17:09）
４野党、衆院選「できる限り協力」
　民進、共産、生活、社民の４野党の党首らが２３日午前、国会内で会談し、次期衆院選について、できる限り協力することを確認した。１０月２３日投開票の衆院補欠選挙でも連携を図る。具体的な共闘の在り方は、幹事長・書記局長レベルで協議を進める。


会談に臨む（左２人目から）生活の党の小沢一郎代表、民進党の蓮舫代表、共産党の志位和夫委員長ら＝２３日午前、国会内
　民進党の蓮舫代表は会談で「これまでの公党間の合意は重い」と表明。岡田克也代表当時の５月に４野党が衆院選で「できる限り協力する」と決めたことを「踏襲する」と明言した。安倍政権に対抗するため、国会での野党連携を続け、安全保障関連法の廃止を目指すことでも一致した。
　会談には共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎代表、社民党の又市征治幹事長、参院会派「沖縄の風」の糸数慶子参院議員らが出席した。　
　この後、４野党の幹事長・書記局長らも国会内で会談。政府・与党が２６日召集の臨時国会で重視する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について、拙速な審議と強引な採決に反対する方針を確認した。（時事通信2016/09/23-11:44）
4野党、次期衆院選へ協力確認　蓮舫氏「岡田氏を踏襲」

共同通信2016/9/23 12:54

　民進、共産、生活、社民の野党4党は23日午前、国会内で党首会談を開き、次期衆院選に向け、できる限り協力していく方針を確認した。民進党の蓮舫代表は「基本的に岡田克也前代表が合意した内容を踏襲していく」と表明した。安倍政権に対抗するため、26日召集の臨時国会で連携を強化する。

　蓮舫氏にとって初の野党党首会談。共産党の志位和夫委員長、生活の党の小沢一郎共同代表に加え、社民党は又市征治幹事長が代理出席した。

　次期衆院選対応では、岡田前代表時代の5月の4党首会談で「できる限り協力する」とした合意事項を継承した形となった。

野党４党首会談「できる限りの協力」　衆院選へ一致
朝日新聞デジタル2016年9月23日12時11分
　野党の民進、共産、社民、生活の４党党首らが２３日午前、国会内で会談し、１０月の衆院２補選と次期衆院選で「できる限りの協力を行う」ことで一致した。２６日召集の臨時国会で共闘することも確認した。
　民進の代表に就任した蓮舫氏、共産の志位和夫委員長、生活の小沢一郎代表、社民の又市征治幹事長が出席した。
　蓮舫氏は会談で、岡田克也前代表ら４党首による「衆院選についてできる限りの協力を行う」との合意について、「きちんと踏襲する」と述べた。臨時国会については「提案型とさせていただく。協力をお願いする」と語った。志位氏は「次の総選挙での協力を進めるため、真剣な協議を開始しよう」と呼びかけた。
　党首会談後、４党の幹事長、書記局長も会談。民進の野田佳彦幹事長は共産を念頭に「綱領や基本的な理念が違う政党と一緒に政権を目指すことはできない」と述べた。補選の共闘については「可及的速やかにやらなければいけない」と語った。
野党共闘維持に前向き＝民進代表
　民進党の蓮舫代表は２２日、１０月の衆院東京１０区、福岡６区両補選や次期衆院選での野党共闘について、「基本的な枠組みを維持するのは公党間の重い約束だ」と述べ、前向きに対応する考えを明らかにした。２３日の野党党首会談で共闘の在り方を協議する意向も示した。福岡６区の中心都市である久留米市で記者団に語った。
　これに先立ち、蓮舫氏は同市内で代表就任後初の地方遊説に臨み、アベノミクスについて「高度経済成長時代のような夢はやってこなかった３年９カ月だ。そろそろ現政権には目を覚ましてもらおう」と政策転換を訴えた。　（時事通信2016/09/22-20:16）
４野党、２３日党首会談
　民進、共産、生活、社民の４野党は２３日、国会内で党首会談を開く。７月の参院選で共闘した４野党の党首会談は、民進党代表に蓮舫氏が就任してから初めて。２６日召集の臨時国会に向けた野党間の連携などについて協議するとみられる。
　党首会談に続き、４野党の幹事長・書記局長と国対委員長も国会内で会談する。（時事通信2016/09/21-19:02）
共産、綱領は維持＝「党大会で議題にならず」－志位氏
　共産党の志位和夫委員長は２１日、第６回中央委員会総会の閉幕を受けて党本部で記者会見し、民進党から共闘の妨げと指摘されている党綱領について、改定する考えがないことを強調した。来年１月に３年ぶりの党大会が開かれるが、志位氏は「綱領改定は議題になっていない」と指摘した。
　共産党は綱領で「日米安全保障条約の廃棄」や「自衛隊の解消」などをうたっている。このため民進党は衆院選での野党共闘に関し、「綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはあり得ない」（蓮舫代表）との立場。これに関し、志位氏は「相違点を押し付けない。一致点で協力する」と語った。　
　民進党の野田佳彦幹事長は首相在任中、原発再稼働や消費税増税など共産党が反対する政策を進めたが、志位氏は「未来に向けて、野党と市民の共闘を前進させていくという基本的な立場で話し合っていけば一致点が得られる」と述べた。（時事通信2016/09/21-18:17）
「維新は政権別動隊」＝共産・志位氏が批判
　「安倍政権の別動隊として、憲法改定、野党共闘攻撃の先兵となっている維新の会の役割を広く明らかにしていくことも重要だ」。共産党の志位和夫委員長は２０日の第６回中央委員会総会でこう語り、日本維新の会を名指しで批判した。
　自民、公明両党が先の参院選で野党共闘を「野合」と非難したことにも触れ、「相手を追い詰めたがゆえの攻撃だ。野党共闘が安倍政権にとって深刻な脅威であることを証明するものに他ならない」と強調した。　（時事通信2016/09/20-17:34）
衆院選でも野党共闘＝与党３分の２割れに自信－共産・志位氏
　共産党の志位和夫委員長は２０日、党本部で開いた第６回中央委員会総会で、衆院選に向けて野党共闘を強化する方針を示した。民進党の代表交代を踏まえ、近く生活、社民両党を交えた４野党による協議を始めたいとの意向も明らかにした。
　志位氏は幹部会報告で、先の参院選に続く衆院選での共闘に関し、「現在、与党が握っている憲法改定に必要な国会の基盤（３分の２の議席）を崩すことは十分可能だ」と強調した。　
　政権選択が問われる衆院選での選挙協力に対し、民進党内では参院選よりも抵抗感が強い。同党の蓮舫代表は「綱領や政策が違うところと一緒に政権を目指すことはあり得ない」と語っていた。
　これに関し、志位氏は「新しい課題があるが、真剣な協議を尽くすならば、乗り越えていくことは可能だ」と力説。「綱領・理念・政策が同じなら、同じ政党になる」とも指摘し、共闘の障害にはならないとの認識を示した。
　憲法について志位氏は「安倍政権の下での憲法改悪は許さない。これは４野党が共通して掲げた公約だ」と語った。民進党が衆参両院の憲法審査会での改憲議論に参加するのをけん制した発言だ。（時事通信2016/09/20-16:41）
衆院選へ民進と共闘＝共産委員長が呼び掛け
共産党の志位和夫委員長は２０日、党本部で開いた第６回中央委員会総会で、次期衆院選について「野党共闘をさらに発展させるため、民進党、社民党、生活の党に、真剣な協議を開始することを呼び掛ける」と表明した。１０月の衆院補欠選挙に関しても「野党共闘を実現し、勝利するために力を尽くす」と強調した。
　志位氏は７月の参院選１人区で野党４党が候補者を一本化したことについて「初めての挑戦としては大きな成功を収めた」と評価。党大会を来年１月１５～１８日の日程で開く方針も明らかにした。党大会の開催は２０１４年１月以来、３年ぶりとなる。（時事通信2016/09/20-12:44）
民進に政策論争期待＝菅官房長官
　菅義偉官房長官は２１日の記者会見で、民進党の新執行部が発足したことに関し、「国民に対して具体的な政策を説明し、国会の場で政策論争ができることを期待したい」と述べた。　（時事通信2016/09/21-17:37）
新執行部、「野田色」前面＝民進、結束に不安も
　民進党の蓮舫代表は新執行部の陣容を、野田佳彦幹事長に近い議員で固めた。代表選を通じて訴えた「新世代」のイメージに乏しいのは否めない。党内では「全員野球になっていない」（閣僚経験者）と批判が出ており、新執行部は結束に不安を抱えたまま、２６日召集の臨時国会に臨む。
　蓮舫氏は役員人事を提案した２１日の両院議員総会で、「全ての党所属議員の力をいただき、今の政権に対峙（たいじ）する政党になる第一歩にしたい」と意気込んだ。ただ、出席した議員は全体の半数に満たない７０人程度だった。
　蓮舫氏が野田氏と相談して決めた顔触れは、野田政権時の顔触れと重なる。大串博志政調会長は首相補佐官を務め、山井和則氏は当時も国対委員長だった。政調会長代理だった馬淵澄夫選対委員長は野田グループに所属していたことがあり、「今でも野田氏との関係は良好」（周辺）という。
　副総理として政権運営に参画していた岡田克也前代表は常任顧問に就任。「常任幹事会の構成員として党の意思決定に参画する」（党規約）という重要ポストで、今後も党運営に影響力を残す。岡田氏に近い安住淳前国対委員長も代表代行に就き、引き続きに国会対応に目配りする。
　一方、代表選を蓮舫氏と争った前原誠司元外相は、常任顧問の打診を受けたが固辞。２１日の両院議員総会も欠席した。
　新執行部について、ある中堅議員は「蓮舫氏の意向は『野田幹事長』だけで、他の人事は全て野田氏が決めているのだろう」との見方を示した。代表選で蓮舫氏を支持した議員も「リベラル系が少ない」と不満を漏らしており、同氏にとっては早速、求心力の維持が課題となりそうだ。　（時事通信2016/09/21-17:34）
民進、新執行部が発足＝常任顧問に岡田前代表
　民進党は２１日午後、党本部で開いた両院議員総会で主要幹部人事を決定し、新執行部を発足させた。岡田克也前代表が常任顧問に就任。政調会長に大串博志政調会長代理、国対委員長に山井和則国対委員長代理を充てた。これを受け蓮舫代表は、２６日召集の臨時国会や１０月の衆院補欠選挙に向けた準備を急ぐ。


民進党の新執行部が発足し、握手する（左から）山井和則国対委員長、馬淵澄夫選対委員長、大串博志政調会長、野田佳彦幹事長、蓮舫代表、安住淳代表代行、細野豪志代表代行、江田憲司代表代行＝２１日午後、東京・永田町の同党本部
　憲法、沖縄問題担当の常任幹事として枝野幸男前幹事長を起用。代表代行は江田憲司氏を留任させたほか、新たに安住淳元財務相、細野豪志元環境相を登用した。副代表には長浜博行元環境相ら３人を就けた。
　野田佳彦前首相を幹事長とする人事は１６日に了承済み。ただ、党内で「政権転落のＡ級戦犯」（中堅）とされる野田氏を起用した蓮舫氏の判断に不満の声が上がったため、執行部人事全体の決定は先延ばしになっていた。　
　新執行部は２１日、代表選で蓮舫氏と争った玉木雄一郎衆院議員を幹事長代理に、山尾志桜里前政調会長を国民運動局長に、旧維新の党出身の柿沢未途衆院議員を役員室長に、それぞれ起用する人事を決めた。
　◇民進党新役員の主な顔触れ
　代表　　　　蓮　　舫　（４８）
　代表代行　　安住　淳　（５４）
　　　　　　　江田憲司　（６０）
　　　　　　　細野豪志　（４５）
　副代表　　　近藤昭一　（５８）
　　　　　　　長浜博行　（５７）
　　　　　　　神本美恵子（６８）
　幹事長　　　野田佳彦　（５９）
　政調会長　　大串博志　（５１）
　国対委員長　山井和則　（５４）
　選対委員長　馬淵澄夫　（５６）
　常任顧問　　岡田克也　（６３）
（注）敬称略。代表、幹事長以外の人事は２１日の両院議員総会で了承
（時事通信2016/09/21-17:09）
野党共闘は慎重に検討＝民進・馬淵氏
　民進党の馬淵澄夫選挙対策委員長は２１日、次期衆院選での野党共闘について「４党の合意は否定しないが、政権選択選挙なので（参院選などの）成果と課題を慎重に検討して対応を進めたい」と語った。
　山井和則国対委員長は、安倍政権が次期臨時国会の重要課題に位置付ける環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案について、米大統領選の候補が反対を表明していることを踏まえ、「前のめりに審議を進める必要はない」と述べた。それぞれ党本部で記者団の質問に答えた。（時事通信2016/09/21-15:48）
民共、同床異夢＝難航必至の衆院選共闘
　民進、共産、生活、社民の野党４党は２３日、次期衆院選で共闘を継続する方針を確認した。民進党は、共産党の協力を得て議席を拡大し、政権復帰の足掛かりにしたい考え。ただ、共産党も一方的な支援に甘んじることなく、小選挙区で民進党とのすみ分けを狙う。共闘は「同床異夢」の色彩が強く、調整は難航必至だ。
　２３日の野党党首会談。民進党の蓮舫代表は、共産党の志位和夫委員長らに対し、岡田克也前代表が敷いた衆院選に向けた共闘路線を「踏襲する」と明言した。これまで共闘にどう向き合うかあいまいだったが、自らの方針を鮮明にした形だ。
　民進党は、２９５ある小選挙区のほとんどで候補を擁立するため、共産党が候補を自主的に取り下げることに期待する。まずは、１０月の衆院東京１０区、福岡６区両補欠選挙で、民進党候補への一本化で実績をつくり、全国に広げたい考えだ。
　一方、共産党も譲らない、衆院選への対応に関し、「本格的な相互協力を実現する」（志位氏）と、自前の候補擁立に意欲的だ。今後、２０１４年の前回衆院選の比例得票数などを基に、４野党それぞれの選挙区数の割り振りを提案する考え。共産党内には「約５０はうちの選挙区になる」（関係者）との見方もある。
　共闘を続ける上で難しいのは、衆院選が連立の枠組みなどを含む「政権選択の選挙」だということだ。蓮舫氏は２３日の会見で「綱領や基本政策が大きく違うところとは連立政権を目指すことはない」と述べ、党綱領で自衛隊廃止などを掲げる共産党との連立を明確に否定。民進党の「野党共闘」は、あくまで選挙協力までというスタンスだ。
　ただ、共産党は、野党連立による「国民連合政府」構想を堅持している。志位氏は２３日の党首会談でも、「政権問題で前向きの合意をつくる」と表明。民進党の思惑とはずれがある。
　民進党が共産党のペースに引きずられれば、与党が再び「民共合作」などと批判を強めるのは間違いない。与党の攻撃をかわしながら調整を進めるのは容易ではなさそうだ。　（時事通信2016/09/23-20:13）
米山氏、民進離党し出馬へ＝新潟知事選
　民進党衆院新潟５区支部長で医師の米山隆一氏（４９）は２３日、新潟県庁で会見し、同県知事選（１０月１６日投開票）に無所属で出馬する意向を表明した。米山氏は県内に立地する東京電力柏崎刈羽原発の再稼働について「『福島原発事故の検証なくして再稼働の議論はできない』という泉田裕彦知事の路線を継承する」と述べた。
　米山氏は２３日午後、民進党県連に辞表を提出し、受理された。
　知事選をめぐっては、泉田知事が８月に４選不出馬を表明。共産、生活、社民の各党県連が民進党県連に米山氏の擁立を求めたが、同県連は今月１７日、独自候補を擁立せずに自主投票とすることを決めた。
　知事選には、前長岡市長の森民夫氏（６７）＝自民、公明推薦＝が出馬を表明している。　（時事通信2016/09/23-17:49）
小池政治塾への参加容認＝外交争点の解散に「違和感」－蓮舫民進代表
　民進党の蓮舫代表は２３日、ＴＢＳテレビの番組収録で、東京都の小池百合子知事が創設する政治塾について、「都政のための政治塾という考え方は極めて合理的だ。われわれの仲間も勉強の機会があれば参加させていただきたい」と述べ、民進党からの参加を容認する姿勢を示した。
名称は「希望の塾」＝小池都知事の政治塾
　小池氏の政治塾をめぐっては、新党結成に向けた布石との見方が出ている。蓮舫氏には、小池氏と良好な関係を築きたいとの思惑があるとみられ、番組では豊洲市場問題などへの知事の対応を「素晴らしい」と評価した。
　一方、安倍晋三首相が１２月の日ロ首脳会談の成果を掲げて衆院解散に踏み切るとの見方があることについて、蓮舫氏は「外交案件を争点に総選挙というのは若干違和感がある」と述べた。　（時事通信2016/09/23-20:31）
沖縄県が上告＝「承認取り消しは正当」－辺野古移設訴訟
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐり、埋め立て承認を取り消した翁長雄志知事が是正指示に従わないとして、国が起こした違法確認訴訟で、沖縄県は２３日、国の主張を全面的に認めた福岡高裁那覇支部の判決を不服として、最高裁に上告した。早ければ年度内にも最高裁判決が出る見込み。
　翁長知事は２３日、「高裁判決は憲法や地方自治法、公有水面埋立法の解釈を誤った不当な判決で、到底受け入れられない。埋め立て承認の取り消しが法的に正当であるとの判断を最高裁に求める」とのコメントを出した。（時事通信2016/09/23-19:09）
辺野古上告、県と協議は続行＝菅長官
　菅義偉官房長官は２３日午後の記者会見で、米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で、県側が福岡高裁那覇支部の判決を不服として最高裁に上告したことについて、「高裁判決を踏まえ、必要な対応を行う。引き続き和解の趣旨に基づいて、訴訟手続きと並行して沖縄県との協議は進める」と述べた。（時事通信2016/09/23-17:16）
米軍機墜落「基地ある限り起きる」　ハリアー、沖縄で事故１８回

東京新聞2016年9月23日 朝刊

	 沖縄県の米軍嘉手納基地を離陸する、沖縄本島沖に墜落したとみられる米攻撃機ＡＶ８ハリアー＝２２日午後１時すぎ（近隣住民提供）
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　沖縄近海で二十二日、米軍機の墜落事故が起きた。沖縄県では住民らの反対を押し切り、米軍北部訓練場（東村、国頭村）のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事も強行されている。「負担軽減は口だけか」。繰り返される事故に基地周辺に暮らす人々や、漁業関係者らからは怒りや不安の声が上がる。　（琉球新報取材班）

　墜落した米攻撃機ＡＶ８ハリアーは、米空軍嘉手納基地（沖縄県嘉手納町、沖縄市、北谷（ちゃたん）町）から飛び立った。昼夜問わず、米軍機が上空を飛ぶ嘉手納町に住む石川悟さん（５２）は「またか。やっぱり落ちるのか」と苦言。「パイロットはパラシュートで逃げることができるかもしれないが、地上に墜落すると住民は逃げることはできない。口ばかりの負担軽減ではなく、基地を撤去してほしい」と話した。

　沖縄市自治会長協議会の喜友名秀樹会長は四月に発生した米軍属女性暴行殺人事件に触れ、「『徹底して次は事件・事故がないようにする』という米軍のお決まりフレーズがあるが、全く機能していない」と批判。「基地がある限り事故は起きる。本土の方にも沖縄の現状を知ってほしい」と切実に語った。

　名護市辺野古の新基地や、ヘリパッドの建設反対運動を続ける安次富浩さんは「ハリアーは事故が多い欠陥機だ。代替機としてＦ３５を伊江島に配備する計画があるが、米軍機が飛ぶ限り事故は起こる。絶対に新しい施設を造らせてはいけない」と語気を強めた。

　米軍機が墜落したのは沖縄本島北端の辺戸岬から約百五十キロ東の海上。

　本島から約四百キロ東の南大東村漁業組合の幸地弘組合長は「十一月から始まるソデイカ漁では、本島との中間地点まで漁に出る。もし漁の操業中の事故だったら命に関わる。怖い」と話した。

　ソデイカ漁期に周辺海域で操業するという糸満漁業協同組合の金城宏組合長は「良い漁場での操業が米軍の訓練で制限される現実も問題だ」と指摘した。

＜ＡＶ８ハリアー＞　垂直・短距離離着陸が可能な１人乗り攻撃機。滑走路確保が難しい状況下でも出撃可能。対空ミサイルなどを搭載できる。１９９４年に米軍嘉手納基地北西の東シナ海に墜落するなど事故が相次ぎ、９９年には同基地に墜落、乗員１人が軽傷を負った。同機の沖縄県内での事故は訓練用照明弾の誤投下なども含め、７２年の本土復帰以降、１８回に上る。
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米軍機墜落に抗議＝「県民の不安解消を」－安慶田沖縄副知事


米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が沖縄本島沖に墜落した事故を受け、防衛省沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長（右）に抗議文を手渡す沖縄県の安慶田光男副知事（左）＝２３日午前、沖縄県庁
　沖縄県の安慶田光男副知事は２３日、県庁で外務省の川田司沖縄担当大使らと会談し、沖縄本島沖で米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が墜落したことについて、「安全管理が十分とは言い難く、怒りを禁じ得ない」と抗議した。原因究明まで同機種の飛行を中止するよう求めた。
　安慶田副知事は会談で、昨年８月に同県うるま市沖で米陸軍所属のヘリが墜落したことに触れ、「十分に原因と解決策が示されないまま、このような事故が起こった。県民が基地負担をいかに過重に抱えているか一目瞭然だ」と非難。「県民の不安を一日も早く解消してほしい」と求めた。
　川田大使は「あってはならない事故で、強く遺憾に思う。二度と起こらないよう努力したい」と応じた。会談には、防衛省沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長も同席した。
　安慶田副知事は同日午後、キャンプ瑞慶覧（北中城村など）で米軍海兵隊太平洋基地副司令官のジョーンズ大佐と会い、再発防止と同機種の飛行中止を要請。同大佐は「軍を挙げて原因究明をしていきたい。（同機種は）きょうは飛ばしていない」と答えた。（時事通信2016/09/23-13:47）
沖縄、同型機の飛行中止要請　米攻撃機墜落事故に抗議

共同通信2016/9/23 13:05

　沖縄県の安慶田光男副知事は23日、外務省の川田司沖縄担当大使と防衛省沖縄防衛局の中嶋浩一郎局長と県庁で会談し、沖縄本島沖で米攻撃機AV8ハリアー1機が墜落した事故に抗議した。原因が究明されるまでの間、同型機の飛行中止を求めた。

　安慶田氏は2人に「事故原因の徹底的な究明と早期公表、再発防止措置を含む一層の安全管理に万全を期すよう、強く要請する」と述べた。川田氏は「米軍と協議する。このようなことが二度と起きないよう、努力したい」と応じた。

　安慶田氏は事故を巡り、在沖縄米軍トップのローレンス・ニコルソン沖縄地域調整官と同日午後に会談する方向で調整している。

事故の米軍機、一時運用停止＝沖縄本島沖墜落で－海兵隊


米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機（２０１５年、米フロリダ州＝米軍提供）
　在沖縄米海兵隊は２３日、沖縄本島沖で海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が墜落したことを受け、全ての同型機の運用を一時停止すると発表した。
【特集】米国海兵隊兵器総覧～ＡＶ８Ｂ　海兵隊が育てたＶＴＯＬ～
　海兵隊は「期間中、全てのＡＶ８を精査し、運用基準を満たしているか確認する」と説明。「事故原因は調査中」とし、停止の期間については明らかにしなかった。救助された墜落機のパイロットは海軍病院から退院したとしている。


沖縄本島沖で米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が墜落した現場での救出活動の様子。手前左が米空軍の救助隊員、右が機体から脱出したパイロットとみられる＝２２日（米空軍嘉手納基地ホームページより）
　沖縄県は事故を受け、「県民に大きな不安を与えるもので大変遺憾だ」として、政府や米軍に抗議。原因究明までの同型機の飛行停止を求めていた。（時事通信2016/09/23-20:34）
米軍機墜落で原因究明要請＝稲田防衛相
　稲田朋美防衛相は２３日の閣議後記者会見で、沖縄本島沖の海上に米軍機が墜落したことを受け、米軍に遺憾の意を伝えるとともに、原因究明や再発防止の徹底、速やかな情報提供を申し入れたことを明らかにした。同日からの沖縄訪問に際し、米軍関係者との面会を調整していることも明かした。
　菅義偉官房長官は記者会見で「米軍による事件、事故は本来あってはならず、極めて遺憾だ。米側から情報を得られた場合は、関係自治体に対し速やかに情報提供を行いたい」と語った。　（時事通信2016/09/23-12:11）
米軍機墜落、再発防止要請へ＝稲田防衛相が意向


就任後初めて沖縄県を訪問、県中部自治体の首長らとの意見交換会であいさつする稲田朋美防衛相（右）＝２３日午後、那覇市
　稲田朋美防衛相は２３日、就任後初めて沖縄県を訪問した。米軍基地が所在する宜野湾市など８市町村の首長らと面会し、沖縄本島沖に米軍機が墜落したことについて「周辺自治体や住民に大変大きな不安を与えたことは誠に遺憾だ」と表明。２４日に在沖米軍幹部と会い、実効性ある再発防止策を講じるよう直接求める意向を示した。
　地元からは、事故原因の究明や、同型機の住宅地上空での飛行停止を求める声が上がった。　
　稲田氏は沖縄の基地負担軽減について「できることは全て行う」と強調。同時に、駐留米軍による抑止力維持に努める考えも示した。
　稲田氏は２４日、米軍北部訓練場（東村など）や普天間飛行場（宜野湾市）移設先である名護市辺野古のキャンプ・シュワブなどを上空から視察。この後、翁長雄志知事と県庁で会談し、辺野古移設に理解を求める考えだ。（時事通信2016/09/23-21:15）
稲田防衛相、在日米軍に再発防止申し入れ　米軍機墜落
朝日新聞デジタル2016年9月23日11時45分
　稲田朋美防衛相は２３日の閣議後の記者会見で、沖縄本島沖の太平洋に米軍の攻撃機ＡＶ８ハリアーが墜落した事故の原因究明と再発防止の徹底などを、在日米軍側に申し入れたことを明らかにした。
　稲田氏によると、沖縄防衛局が２２日に、在沖米軍トップのニコルソン・第３海兵遠征軍司令官（四軍調整官）に申し入れた。稲田氏は会見で「住民に対して最大限の配慮をすることを求めていきたい。こうした事故が二度と起こらないよう、しっかり原因究明とともに安全配慮をして頂きたい」と述べた。
米軍機、海に墜落＝沖縄
２２日午後１時５５分ごろ、沖縄本島・辺戸岬の東約１５３キロ沖の海上に、米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が墜落した。写真は墜落した米軍機の同型機＝２００５年１月１０日（米海軍提供）【AFP＝時事】
米軍機、海に墜落＝翁長知事「大変遺憾」－沖縄
　２２日午後１時５５分ごろ、沖縄本島・辺戸岬の東約１５３キロ沖の海上に、米海兵隊のＡＶ８ハリアー攻撃機が墜落した。第１１管区海上保安本部（那覇市）は米軍嘉手納基地（沖縄県嘉手納町など）から救助要請を受け、巡視艇と航空機を派遣した。
　県基地対策課や米海兵隊によると、墜落したのは１機で、パイロットは米軍が救助した。漁船などへの被害は確認されていない。
　翁長雄志知事は、「一歩間違えば重大事故につながりかねず、大変遺憾。原因究明まで同機種の飛行中止を求める」とのコメントを発表した。（時事通信2016/09/22-19:00）
沖縄本島沖で米軍機が墜落　搭乗員は直後に救助
共同通信2016/9/22 21:45
墜落した米攻撃機ハリアーの同型機　22日午後1時55分ごろ、沖縄本島北端の辺戸岬から東約150キロの海上で、在沖縄米海兵隊に所属する米攻撃機AV8ハリアー1機が墜落した。約40分後、搭乗員が米空軍救難飛行隊に救助された。在沖縄米軍が22日発表した。これまでも米軍機による墜落事故が繰り返し起きており、普天間飛行場移設問題に揺れる沖縄で基地反対の声が強まりそうだ。
　沖縄県の翁長雄志知事は事故を受け「県民に大きな不安を与えるもので、大変遺憾だ」とコメントし、原因が明らかになるまで同機種の飛行を中止するよう求めた。県は23日にも、日米両政府に対し原因究明と再発防止を要請する。
沖縄沖に米軍機ハリアー墜落　太平洋で乗員１人を救助
朝日新聞デジタル上遠野郷、吉田拓史2016年9月22日20時06分

米軍機が墜落した海域＝２２日午後４時５０分、沖縄本島の東の海上（第１１管区海上保安本部提供）




　２２日午後２時ごろ、沖縄本島の東の太平洋で、米軍の攻撃機ＡＶ８ハリアー１機が墜落した。第１１管区海上保安本部（那覇市）によると、現場は沖縄本島北端の辺戸（へど）岬から東約１５０キロの海上。米軍によると、乗っていたパイロット１人は米軍の救助隊によって救出された。
　在沖海兵隊によると、墜落機は沖縄に司令部がある「第３１海兵遠征部隊」所属。垂直離着陸が可能で、１人乗り。パイロットは機体から脱出し、嘉手納基地の救助隊が収容した。米軍は、けがの有無は明らかにしていない。墜落原因は「調査中」としている。
　１１管の航空機は２２日午後４時４０分ごろ、現場付近の海面に薄い油が浮いているのを上空から確認したが、機体や破片などは見つからなかった。米軍から海保に一時救助要請があったが、取り下げられた。
　県には午後３時半ごろ、外務省から電話で連絡が入った。翁長（おなが）雄志（たけし）知事は「日常的に米軍基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている県民に大きな不安を与えるもので、大変遺憾だ。原因究明がなされるまで同機種の飛行中止を求め、安全管理の徹底に万全を期すよう強く要請する」とのコメントを発表した。
　県によると、沖縄やその周辺では１９７２年の本土復帰後、米軍機関連の事故やトラブルが昨年末までに計６７６件発生。今年も、７月に嘉手納基地所属のＦ１５戦闘機が基地付近の上空で火炎弾（フレア）３発を誤投下するなど１０件の事故が起きており、県は１月と７月、米軍や国に再発防止を要請している。（上遠野郷、吉田拓史）
■国内で起きた米軍機の主な事故
１９９９年１月
　高知県沖に岩国基地（山口県）のＦＡ１８が墜落
１月
　岩手県釜石市の山中に三沢基地（青森県）のＦ１６が墜落。低空飛行訓練中だった
６月
　沖縄県の嘉手納基地内で攻撃機（ハリアー）が離陸に失敗し墜落
２００２年４月
　青森県沖に三沢基地のＦ１６が墜落
８月
　沖縄本島南の海上に嘉手納基地のＦ１５が墜落
０４年８月
　沖縄県の沖縄国際大の構内に大型ヘリが墜落
０６年１月
　沖縄本島東の海上に嘉手納基地のＦ１５が墜落
１３年５月
　沖縄本島東の海上で嘉手納基地のＦ１５が墜落
８月
　沖縄県のキャンプ・ハンセン内で嘉手納基地の救難ヘリが墜落
１５年８月
　沖縄本島東の海上でヘリが輸送艦着艦に失敗
PR情報
＜シンガポール航空＞9月30日までの限定。2名以上でロサンゼルス40,000円～
【締切迫る】新型ボルボＶ４０体験キャンペーン
米ハリアー戦闘攻撃機が墜落　沖縄本島東沖　乗組員は無事

琉球新報2016年9月22日 15:09 


　２２日午後、米空軍嘉手納基地を飛び立ったＡＶ８Ｂハリアー戦闘攻撃機１機が沖縄本島東沖合に墜落した。関係者によると乗組員は無事で中城海上保安部などが救助に向かっているという。午後２時５８分ごろ、嘉手納基地からＨＨ６０救難ヘリが離陸するのが確認された。海保などが情報収集を進めている。

【琉球新報電子版】
ハリアー墜落場所は辺戸岬東１５３キロ海域　米本国所属、岩国から嘉手納に飛来

　米空軍嘉手納基地を飛び立ったＡＶ８Ｂハリアー戦闘攻撃機が２２日午後、沖縄本島東沖合で墜落した事故について、第１１管区海上保安本部は午後２時１０分ごろに那覇空港事務所から「辺戸岬から東に約１５３キロ付近の海上に米軍所属航空機が墜落した模様」との連絡があったと発表した。米軍は午後２時４０分ごろ、１１管に対し救助を要請した。１１管は巡視艇１隻と航空機１機を現場海域に派遣し、救助に向かっている。
　関係者によると乗組員は墜落前にパラシュートで離脱し無事だという。墜落したハリアーは米本国の基地所属で今年８月に岩国基地から嘉手納基地へと飛来し、県内で訓練などを実施していた。
　嘉手納基地からは午後２時５８分ごろにＨＨ６０救難ヘリが離陸するのが確認された。【琉球新報電子版】
ヘリパッド建設中止求め提訴＝騒音被害で「人格権侵害」－那覇地裁
高江住民らが国提訴　着陸帯工事差し止め求め
琉球新報2016年9月22日 05:02 
　東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、東村高江の住民ら３３人が２１日、国を相手に工事の差し止めを求めて那覇地裁に提訴した。併せて判決が出るまでの間の工事差し止めを求める仮処分も申し立てた。ヘリパッド建設の差し止めを求める訴訟は初めて。住民側はヘリパッド建設により身体的・精神的苦痛などがもたらされ、平穏な日常を営む「人格権」が侵害されるとしている。
　高江の住民３１人と国頭村安波の住民２人が原告。未成年者も０歳児を含め１１人が名を連ねた。
　訴状で住民側は、２カ所のヘリパッドが先行提供されている現状でも、オスプレイの訓練による騒音で睡眠妨害や生活妨害などが生じていると強調。
　全てのヘリパッドが完成すると、さらなるオスプレイの訓練激化で「ますます騒音に苦しむことになり、平穏な暮らしを維持できなくなることは明らかだ」とした。県内外の米軍機飛行差し止め訴訟で裁判所は、米軍の運用に日本の法支配は及ばないとする「第三者行為論」により原告の訴えを棄却してきたことから、完成する前段階で工事差し止めする必要性があると指摘した。
　自衛隊・民間ヘリによる資機材の空中搬送など、工事手法そのものにも危険性があるとした。
　提訴後の会見に参加した原告の伊佐育子さん（５５）は「私たちは何のために、誰のために生活を犠牲にしなければならないのか」と差し止めの必要性を訴えた。
本土からヘリパッド建設反対　元シールズが新団体
共同通信2016/9/21 22:06
　沖縄県東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、「本土でも関心を高め、建設を止めたい」と、安全保障関連法に反対したSEALDs（シールズ）の元メンバーの一部が21日、新団体を結成し、国会内で記者会見した。
　新団体は「沖縄・北部訓練場のヘリパッド建設強行に反対する若者有志の会」で現在約40人。シールズ関西で活動していた大学院生の早瀬道生さん（24）＝京都市＝が、建設現場に近く、反対運動が繰り広げられている東村高江に足を運び、現地で出会った若者らに結成を呼び掛けた。「本土の関心が高江に向くよう頑張りたい」と話した。
「沖縄で無数の人権侵害」　国連会合、NGOが批判
共同通信2016/9/20 10:13
　【ジュネーブ共同】非政府組織（NGO）「反差別国際運動」は19日、ジュネーブの国連人権理事会で声明を発表した。沖縄では米軍の存在が「数十年にわたり女性への性暴力など無数の人権侵害の原因となっている」と指摘。それにもかかわらず、日本政府は沖縄県名護市辺野古などで新たな米軍施設の建設計画を進めていると非難した。
　これに対し、日本政府代表が答弁権を行使、「沖縄での建設作業は地方自治体の同意下で政府の認可を得ており、法手続きにのっとり行われている」と反論した。
　声明は人権団体「ヒューマンライツ・ナウ」などとの共同。
２３、２４日に沖縄訪問＝稲田防衛相
　防衛省は２１日、稲田朋美防衛相が２３、２４両日に沖縄県を訪問すると発表した。稲田氏の訪沖は就任後初めて。翁長雄志知事と会談し、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古への移設に理解を求めたい考えだ。
　稲田氏は当初、１０、１１両日に沖縄県を訪れる予定だったが、北朝鮮による５回目の核実験を受けて中止。日程を再調整していた。（時事通信2016/09/21-19:19）
辺野古判決抗議で集会＝知事「移設阻止へ力尽くす」－沖縄
　米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる訴訟で県が敗訴したことを受け、移設反対を訴


米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる国と県の訴訟で、国の訴えを認めた判決に抗議し、気勢を上げる県民ら＝２１日午後、那覇市
える市民団体が２１日午後、那覇市で判決に抗議する集会を開いた。翁長雄志知事は「多くの県民の負託を受けた知事として、辺野古に新基地は造らせないとの信念を持ち、力の限りを尽くす」とのメッセージを寄せ、移設阻止に全力を挙げる考えを強調した。
　翁長氏は「県民が強く結束し、『ノー』の意思を示し続ける限り、新基地建設は絶対にできない」とも指摘した。
　市民団体の共同代表を務める名護市の稲嶺進市長は「判決に屈することなく、最高裁でも闘う。その後もまた闘うということを確認したい」と呼び掛け、判決確定後も国との対決を続ける方針を示した。（時事通信2016/09/21-20:58）
ヘリパッド建設中止求め提訴＝騒音被害で「人格権侵害」－那覇地裁


ヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設の差し止めを国に求める訴訟を起こし、記者会見する原告の石原理絵さん（左）と伊佐育子さん（中央）＝２１日午前、沖縄県庁
　米軍北部訓練場（沖縄県東村など）返還の条件となっているヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設について、東村高江地区などの周辺住民３３人が２１日、国に建設差し止めを求める訴訟を那覇地裁に起こした。住民は「さらなる騒音被害を押し付け人格権を侵害する」と主張、建設差し止めの仮処分申請もした。
　国はヘリパッドを同地区を取り囲む６カ所に建設する方針で、このうち２カ所ではヘリの発着が始まっている。原告側はこの２カ所について、「新型輸送機オスプレイによる訓練が激しさを増し、騒音悪化が劇的に進んだ」と指摘。残る４カ所の建設が進めば「平穏な暮らしが維持できなくなることは明らか」と主張するとともに、「供用開始後は賠償金請求訴訟を繰り返すしかなく、差し止め以外に救済手段はない」としている。（時事通信2016/09/21-12:14）
経産省人脈が廃炉主導＝国会召集前の駆け込み決着－もんじゅ


原子力関係閣僚会議を終え、報道各社の質問に答える世耕弘成経済産業相＝２１日午後、首相官邸
　安倍政権が高速増殖炉「もんじゅ」について廃炉の方向性を打ち出した。存続を求める文部科学省と、もんじゅ抜きの核燃料サイクル政策を目指す経済産業省の主張が対立。最後は政権に強い影響力を持つ経産省の意向が通る形で決着した。
　廃炉の方向性を決めた２１日の原子力関係閣僚会議。菅義偉官房長官は今後の高速炉開発について「新規制基準の策定と日仏高速炉協力の開始など、大きな状況の変化がある」と述べ、もんじゅ抜きでも可能との考えを強調した。
　トラブル続きでほとんど稼働実績のないもんじゅをめぐり、経産省は巨額の追加支出を懸念。フランスの高速炉計画に参加することで核燃料サイクル政策を続ける構想を描く。菅長官の発言もこうした方針に沿ったものだ。
　原子力規制委員会が昨年１１月に運営主体の見直しを勧告したのを受け、文科省は電力会社などに参加を呼び掛ける形で新たな運営主体を模索。しかし、政府関係者によると、「経産省が邪魔をし、企業に応じないよう求めた」のが内幕という。
　安倍政権の官邸は、政務担当の今井尚哉首相秘書官、長谷川栄一首相補佐官らが安倍晋三首相の周囲を固め、「経産省官邸」の異名もある。世耕弘成経産相も８月まで官房副長官を務めた。廃炉方針は首相も了解しており、自民党側からは経産相経験者の茂木敏充政調会長が「決断のタイミングだ」と側面支援し、レールは着々と敷かれた。
　臨時国会を控えたこの時期に政府見解を統一したのは、政府内の意見対立を野党にただされる恐れがあったからだ。だが、寝耳に水の地元には不信感が残る。政府関係者は「もう少し静かな環境で進めたかったが、報道が先行してしまった」と今後の調整に懸念を漏らした。（時事通信2016/09/21-21:24）
「もんじゅいらない」脱原発集会に９千人超　代々木公園
朝日新聞デジタル工藤隆治2016年9月22日20時30分

プラカードを掲げて脱原発を求める参加者ら＝２２日午後２時４０分、東京都渋谷区の代々木公園、工藤隆治撮影


　脱原発を求める大規模な市民集会が２２日、東京都渋谷区の代々木公園であり、主催した「『さようなら原発』１千万人署名　市民の会」によると約９５００人が参加した。
　高速増殖原型炉「もんじゅ」の廃炉を含む抜本的な見直しを政府が表明したことについて、集会の呼びかけ人で作家の澤地久枝さん（８６）は「金食い虫で危ないもんじゅはいらない。政府は原発までやめる勇気をなぜ持たないのか」と批判。ルポライターの鎌田慧さん（７８）も「もんじゅの廃炉は、核燃料の再処理と原発の再稼働を止める一つの出発点で、原発政策の転換の始まりだ」と話し、全面的な脱原発を訴えた。
　もんじゅのある福井県の反原発団体の宮下正一事務局長（６７）は「もんじゅ存続を求める首長は、住民の健康や命をどう思っているのか。みなさんには『税金を無駄にするな』と、もんじゅの廃炉を求め続けてほしい」と呼びかけた。（工藤隆治）
もんじゅ廃炉「国の裏切り」　世耕経産相に福井知事
朝日新聞デジタル2016年9月23日23時24分

世耕弘成経産相（右）に意見書を手渡す松井拓夫福井県議会議長（左）。中央は西川一誠知事＝２３日夕、経済産業省、風間直樹撮影
　西川一誠福井県知事は２３日、経済産業省で世耕弘成経産相と会談し、政府が検討している高速増殖原型炉「もんじゅ」（福井県）の廃炉について「地元にまったく説明がなく、無責任極まりない。県民の感情として国の一種の裏切りと言われても仕方ない状況だ」と不快感を示した。
　もんじゅに代わる高速炉開発については「外国まかせにすると人材や情報は外国に行き、日本には何も残らない」と述べ、日仏共同研究を軸に考えている経産省の方針を牽制（けんせい）した。
　また、同席した松井拓夫福井県議会議長は「地域経済や雇用の安定などに対策を講じること」などを求めた県議会の意見書について説明した。
　世耕経産相は「厳しい言葉を頂いた。重く受け止めたい」と強調。政府が最終方針を決める年末には「説明責任をしっかり果たしたい」とした。
使用済み核燃料税の導入に合意　九電と佐賀・玄海町
朝日デジタル原口晋也2016年9月22日18時12分
　九州電力玄海原発が立地する佐賀県玄海町と九電は、同原発に貯蔵されている使用済み核燃料の重量に応じて課す方式の新税を導入することで２１日に合意した。１０月上旬に予定する臨時町議会で関連する条例案が可決されれば、総務相の合意を経て、来年度から導入される。町は、年間約４億円の税収を見込んでいる。
　同日、九電幹部が岸本英雄町長と会い、核燃料の本数に応じてかけている川内原発（鹿児島県薩摩川内市）とは異なり、町が要望してきた重量にかける方式による新税に合意した。現在、使用済み核燃料は約８３０トンあるという。
　町は歳入の６割を原発関連収入が占めるが、玄海原発１号機の廃炉が決まり、３、４号機の再稼働もずれ込んでいる。電源三法交付金や、年が経つごとに下がる固定資産税が今後大幅に減る見込みだったため、町は３月議会で新税の導入を表明。九電と協議を重ねてきた。
　合意を受け、岸本町長は「貴重な財源を確保できる見通しがついた。今後の手続きを抜かりなく進めたい」と語った。（原口晋也）
西川福井知事「場当たり的」＝松野文科相、もんじゅ方針説明


高速増殖炉「もんじゅ」について、松野博一文部科学相（左）から政府方針の説明を受ける西川一誠福井県知事（右奥）と渕上隆信敦賀市長＝２１日夜、福井県庁
　福井県の西川一誠知事は２１日夜、県庁内で松野博一文部科学相と会談し、高速増殖炉「もんじゅ」（同県敦賀市）について廃炉も含め抜本的見直しを行うとの政府方針の説明を受けた。西川知事は「目先にとらわれ、場当たり的な方針と思えてならない」と批判。「地元のこと、長期的な原子力の将来、国際的な状況をよく考え、国としてしっかりした対応を強く求めたい」と述べた。
「文科相が説明を」＝もんじゅ、西川福井知事が不快感
　知事は「県民の感情として、文科省や国の一種の裏切りと思われても仕方がない状況ではないか」とも話した。松野文科相は「会議の日程や方向性を直前まで調整していたので、説明不足があったかと思う。大変ご迷惑を掛けた」と陳謝した。
　同席した敦賀市の渕上隆信市長は、もんじゅの存続を２０日に要請しており、「きのうのきょうでは、ばかにされたような気がしてならない。取り残されたような気持ちだ」と述べた。その上で「これまで国策に協力してきた立地（自治体）に、しっかりと目を向けながら進めていただきたい」と求めた。
　松野文科相は「年末までの協議で（地元の）意見を反映させるべく取り組んでいきたい」と応じた。（時事通信2016/09/22-00:11）
核燃サイクルを維持＝廃炉含め抜本見直し－もんじゅ閣僚会議・政府


原子力関係閣僚会議で発言する菅義偉官房長官（左から２人目）。左端は世耕弘成経済産業相、同３人目は松野博一文部科学相＝２１日午後、首相官邸
　政府は２１日、高速増殖炉「もんじゅ」（福井県敦賀市）の存廃について議論する原子力関係閣僚会議を首相官邸で開き、菅義偉官房長官は「廃炉を含め抜本的な見直しを行う」と表明した。原発の使用済み核燃料を再利用する核燃料サイクル政策は維持する。地元と協議しながら廃炉に向けて最終調整を進め、年内に結論を出す方針。
「国、無責任の極み」＝もんじゅ閣僚会議批判－福井知事
　もんじゅは約１兆円が投じられながらトラブルや安全管理のミスでほとんど運転していない。政府の試算では再稼働に少なくとも５０００億円の予算と１０年の期間が必要で、政府内では国民の理解を得るのは難しいとの見方が強まっている。もんじゅを所管し存続を求める文部科学省と、否定的な経済産業省の間で意見が対立していた。
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　閣僚会議には菅官房長官と松野博一文科相、世耕弘成経産相らが出席。存続を求めてきた松野文科相は終了後、「廃炉も含めた抜本的見直しで、方向性は今後の協議に懸かってくる」と述べた。文科相は２１日夜、福井県を訪れ、西川一誠知事らに政府の方針を説明した。
　もんじゅは、原発の使用済み核燃料からウランとプルトニウムを取り出し、再利用する核燃料サイクルの中核施設で、研究開発の第２段階に当たる原型炉。もんじゅが廃炉になった場合でも政府はサイクル政策を推進する方針で、閣僚会議は、原型炉の次の実証炉に向けた研究開発の方針を策定する「高速炉開発会議」の設置を決めた。
　開発会議は経産省を中心に文科省やプラントメーカー、電力会社、日本原子力研究開発機構などが参加。実証炉に向けた具体的な目標や、もんじゅで得た知見の整理、フランスとの共同研究の強化などを議論し、年末までに開発方針を決める。
　高速増殖炉は、使った以上のプルトニウムを生み出す「夢の原子炉」と呼ばれた。もんじゅは１９９４年４月に初臨界を達成。９５年１２月にナトリウム漏れ事故を起こし、２０１０年５月に再稼働したが、同８月のトラブルで停止が長期化した。
　約１万点に上る機器の点検漏れも判明し、原子力規制委員会は事実上の運転禁止を命令。１５年１１月には、運営主体の原子力機構の交代を文科相に求めたが、受け皿探しは難航している。（時事通信2016/09/21-22:28）
核実験自制を決議＝米主導、禁止条約発効促す－「北朝鮮」で必要性喚起・国連安保理
　【ニューヨーク時事】国連安全保障理事会は２３日午前（日本時間同日夜）、発効が遅れている包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）に関する会合を開き、爆発を伴うあらゆる核実験を自制するようすべての国に求めた米主導の決議を賛成１４、反対０、棄権１の賛成多数で採択した。条約の早期発効が「核兵器なき世界」の実現に寄与するとして、未署名、未批准の国に速やかに手続きを終えるよう求める内容となっている。
　エジプトが棄権した。会合に出席したケリー米国務長官は採択に先立ち、「核実験に反対する今日の世界の事実上の規範を再確認するものだ」と決議の意義を強調。その上で、北朝鮮が強行した５回目の核実験に言及し、「ＣＴＢＴを支持することの絶対的な必要性を思い起こさせた」と述べた。
　決議は、核なき世界を提唱するオバマ米大統領の意向を反映したものと位置付けられている。強制措置を可能にする国連憲章７章に基づく決議ではなく、法的拘束力は弱い。ただ、核実験の監視や検証体制の強化に向け各国に支援を求めるなどしており、核不拡散に一定の効果が期待される。国際社会の声を無視して核実験を繰り返す北朝鮮の孤立を鮮明にする効果もありそうだ。（時事通信2016/09/24-00:51）
フィデル氏「核ない世界つくる」　キューバ前議長、首相に

共同通信2016/9/23 08:04

　【ハバナ共同】安倍晋三首相は22日午後（日本時間23日未明）、1959年のキューバ革命の指導者、フィデル・カストロ前国家評議会議長（90）とキューバの首都ハバナで会談した。フィデル氏は核問題に関し「キューバでは広島と長崎の悲劇が語られている。両国は核のない世界をつくるという点で一致している」と述べた。

　首相は「フィデル氏が広島訪問時に、人類は二度と繰り返してはいけないと記帳した。国際社会への強いメッセージとなった」と語った。フィデル氏は国家評議会議長のラウル氏の兄で、2003年に広島を訪問している。

警察捜査法で規制を　別府署隠しカメラ事件 
大分合同新聞2016年9月23日
　別府署の隠しカメラ事件を巡り、捜査に使うカメラの在り方が問われている。日本弁護士連合会は「国民には、原則として警察から写真撮影されない権利がある」と会長声明を出し、事件を強く非難した。声明の原案を作った武藤糾明（ただあき）弁護士（４６）＝日弁連情報問題対策委員会副委員長、福岡県弁護士会＝は大分合同新聞のインタビュー取材に応じ「警察の捜査権限は強力。どこまでは許し、どこからは許さないのか、法律を作って規制するべきだ」と強調した。



大分合同新聞社のインタビューに応じる武藤糾明弁護士

　「罪のない市民が必要性もなく、警察から撮影されたことが問題だ」。建造物侵入罪での立件にとどまった今回の事件の本質を、武藤弁護士はこう指摘した。
　最高裁は１９６９年、いわゆる「京都府学連デモ事件」で「本人の同意や令状がなくて警察による撮影が許されるのは、現行犯的状況であり、必要性と相当性を満たす場合」と判示した。武藤弁護士は「今回の事件は、プライバシー権と肖像権を侵害しているのは明らか」と非難する。
　会長声明は１９９４年の大阪地裁判決も引用。労働運動などの拠点をモニタリング（録画を伴わない監視）していた大阪府警の監視カメラを撤去するよう命じたことを踏まえ「個人の思想信条の自由を推察できる宗教施設や政治団体の施設などの無差別撮影・録画は原則違法」としている。
　「プライバシーにも軽重があり、思想信条などは最も重要なものの一つ」。参院選で野党候補を支援していた労組の建物への出入りを撮影していた今回のケースを、武藤弁護士は「市民の選挙に関する活動を収集していることになり、表現や政治活動の自由を踏みにじる行為だ」とする。
　事件を受け、警察庁は８月２６日付で全国の警察に通達を出した。通達は「捜査用カメラによる撮影は、捜査目的を達成するため、必要な範囲において、かつ相当な方法によって行われる場合に限り任意捜査として許される」としている。
　武藤弁護士は「必要な範囲や相当な方法という表現はあいまい。警察がフリーハンドでカメラを使うことを容認する内容だ。事件を契機に、カメラ捜査の幅をむしろ広げようとする通達と言える」と解釈する。
　その上で、再発防止策は「法整備しかない」と断言。「事前審査として、カメラを使った捜査に裁判官による令状を義務付けるべきだ。さらに、事後審査として、設置後の運用状況などをチェックする第三者の監督機関を設けることが必要」と提言する。（武藤弁護士のインタビュー要旨、日弁連の会長声明全文は２３面に掲載）
　＜メモ＞
　参院選公示前の６月１８日夜、野党候補を支援していた労働組合が入る「別府地区労働福祉会館」（別府市南荘園町）の敷地に、別府署の捜査員２人が無断で立ち入り、ビデオカメラ２台を設置。会館関係者が同２４日に見つけるまで、人や車の出入りを隠し撮りした。県警は８月２６日付で署長や副署長、刑事官（当時）ら関係した同署の６人を処分。６人は建造物侵入の疑いで書類送検・告発された。別府区検は９月２１日、刑事官ら４人を略式起訴、大分地検は同日、署長と副署長の２人を不起訴処分としている。
「以前にもカメラ使用」　選挙違反捜査で　県警 

大分合同新聞2016年9月21日
　参院選の選挙違反捜査に絡む別府署の隠しカメラ事件を巡り、大分県警は２０日、「過去の選挙違反事件の捜査でもカメラを使ったことがある」と明らかにした。同日あった県議会の文教警察委員会で小代義之刑事部長が県議の質問に答えた。県警は１３日の県議会代表質問で「今回の事案以外に、みだりに撮影した例はない」と答弁し過去の選挙での使用に関して明言を避けていた。
　質問した堤栄三氏（共産）は「監督機関もガイドラインもなく、使用が適正か不適正かのチェックもできない中で、カメラが使われていたことが明らかになった。憲法で定められた令状主義にも、政治活動の自由にも反するのではないか」と非難している。
　委員会は全委員７人に加え、委員外の県議４人も出席した。冒頭、松坂規生県警本部長が事件を改めて謝罪。委員からは事件に対する質問が相次ぎ、終了予定を１時間近くオーバーした。
　小代刑事部長は、捜査でのカメラ使用は「過去の判例でも、必要かつ相当な範囲で、任意捜査においても認められている」「選挙違反事件の捜査に限らず、適切に使用している」と説明。一方で「具体的な使用の内容は、捜査の内容、手法に関わる」として回答を控えた。
　小代刑事部長は再発防止策の一つとして「捜査でのカメラの使用状況を、第三者機関である県公安委員会に報告する」ことを表明。報告内容は「（設置した）警察署や期間、（管理者の）承諾の有無、必要性や相当性」になると説明した。その上で「公安委からどのような指導・助言があったか、議事録などで県民に報告できるものは報告したい」とした。
　委員長の嶋幸一氏（自民）は「このような安易な事件の背景には警察の情報収集能力、捜査能力の低下があると思う。しっかりと足を使って証拠を採取することが重要。警察の体質を強化してほしい」と注文を付けた。
　委員会後、堤氏は「基本は、裁判官による令状がなければ、カメラを捜査に使えないようにするのが最善の方法だ。現状の再発防止策では不十分」と指摘。委員の一人で、代表質問でも事件を取り上げた馬場林氏（県民クラブ）は「再発防止には公安委員会ではない第三者の目を入れる方策も検討してほしい」と求めた。
　＜メモ＞
　参院選公示前の６月１８日夜、野党候補を支援していた労働組合が入る「別府地区労働福祉会館」（別府市南荘園町）の敷地に、別府署の捜査員２人が無断で立ち入りビデオカメラ２台を設置。会館関係者が同２４日に見つけるまで、人や車の出入りを隠し撮りした。県警は、カメラの設置や記録媒体の交換のため計７回、侵入したとして、同署の刑事官（当時）ら４人を建造物侵入の疑いで書類送検した。県警は９月２０日の県議会文教警察委員会で「記録媒体は４枚あり、証拠品として大分地検に送致した」と明らかにした。

「無責任体制」と批判＝内部調査、月内に公表－豊洲問題で小池都知事


記者会見する小池百合子東京都知事＝２３日午後、都庁
　東京都の小池百合子知事は２３日の記者会見で、豊洲市場（江東区）の建物の下に盛り土をせず地下空間が設けられていた問題をめぐり、歴代５人の中央卸売市場長の対応を「無責任体制と言わざるを得ない。責任をどこまで感じているのか」と厳しく批判した。都の聞き取りに対し５人はいずれも「地下空間の話を知らなかった」と説明している。
　小池氏は、リオデジャネイロ・パラリンピック閉会式から帰国した２１日、事務方から調査の報告を受けたが、内容が不十分だとして追加調査を指示。現時点では、地下空間への変更を決めた時期や責任者などが明確になっていないという。２９日には築地市場（中央区）から豊洲市場への移転の経緯などを検証する「市場問題プロジェクトチーム」の初会合を開く方針も示した。
　小池氏は会見で「より詳細な解明が必要だ。９月いっぱいで報告をまとめたい」と語り、月内に公表するとした。その上で「報告書は都政全体の在り方の試金石になる」と述べた。この問題について当時知事だった石原慎太郎氏らに小池氏が直接聞き取りをする可能性については「報告書次第だ」と語った。　
　一方、都知事選で自らの応援に回った豊島、練馬両区の区議７人に対し自民党都連が離党勧告処分を決めたことに関して「都民の感覚では、解せないのではないか」と、都連の対応を疑問視。「党本部は二階俊博幹事長をはじめ、非常に大人の対応だが、まだこういう形で続くのかと思うと、選挙にもマイナスの影響を与えるのではないかと心配している。私を守ってくれた七人の侍だ」とも言及した。（時事通信2016/09/23-17:40）
専門家会議座長がきょう視察＝豊洲市場の地下空間－東京都
　東京都の豊洲市場（江東区）の主要建物下で土壌汚染対策の盛り土が行われていなかった問題で、再招集された専門家会議の座長を務める平田健正放送大学和歌山学習センター所長らが２４日、同市場の地下空間を視察する。その後、地下にたまった水の調査結果などについて記者会見を行う。
　専門家会議は２００８年、土壌汚染対策として「敷地全体で盛り土を実施する」とした提言をまとめたが、都はこれを無視する形で地下空間を設けていた。事態を重く見た小池百合子知事は、専門家会議と新設した市場問題プロジェクトチーム（ＰＴ）に、現状での安全性や盛り土が行われなかった経緯などの検証を要請した。第１回ＰＴは２９日に開かれる予定。（時事通信2016/09/24-05:12）
環境アセスに「盛り土」記載＝修正で豊洲移転長期化も－東京都
　東京都の豊洲市場（江東区）の主要建物下で土壌汚染対策の盛り土がされていなかった問題で、都が建設前に行った環境影響評価（アセスメント）では敷地全体での盛り土を想定していたことが２３日、分かった。都は事実と異なっていたとして評価書を修正する方針だが、アセスをやり直す場合は１年以上かかり、築地市場（中央区）の移転問題が長期化する恐れがある。　
　都は大規模な開発工事などを行う際、条例に基づき環境に与える影響を審査する。豊洲市場については管轄する中央卸売市場が２０１０年１１月、評価書案を環境局に提出。有識者による審査を経て１１年８月に公表された。
　評価書には、敷地内の表土を２メートル取り除いた上で、４．５メートルの盛り土をすると記載。「対策完了後に計画地内の土壌、地下水および空気からの汚染物質の暴露による環境への影響が生じることはない」としていた。
　小池百合子知事は２３日の定例記者会見で、評価書の修正について「（土壌汚染対策の）有識者会議と市場問題プロジェクトチームで、科学的な知見に基づいて判断をいただく」と述べた。その上で、変更届の審査には１カ月程度かかり、アセスをやり直す必要がある場合はさらに１年３カ月程度かかるという認識を示した。
　また都は同日、１４日に採取した主要建物下のたまり水の調査結果を発表。青果棟では１リットル当たり０．００１ミリグラムの鉛が初めて検出され、青果棟と水産仲卸売場では改めてヒ素を検出。いずれも環境基準値を下回っている。（時事通信2016/09/23-22:32）
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